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第55回関西財界セミナー（第４分科会：第２セッション）について 

平成29年３月５日 

本 部 事 務 局 

１ 開催日時・場所 

平成29年２月９日（木）於：国立京都国際会館 

２ 第４分科会テーマ 

「一極集中是正と繁栄の

多極化を先導する関西」 

３ 内容 

(1) 問題提起 

井戸連合長から資料に基づき発言・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙 

(2) 意見交換（主なもの） 

（大阪ガス：藤原副社長） 

関西広域連合の設立以来、防災、観光・文化などの面で成果を上げているが、地方

分権の肝という点では、国からの権限移譲を最も期待する。 

産業面での地方分権であるが、東京と地方、大阪、関西が国内のパイを取り合うの

では全く意味がない。プラスサムを考えるべきであり、その原動力のひとつはアジア

からの留学生だと思う。例えば、中国では年間700万人の新卒者が出てくる。こうした

人材を関西の大学が引き入れて、しかも働いてもらって、労働人口の減少に対応する。

さらにそういった人材が自国に戻れば、日本との交流の架け橋となってもらえる、そ

のような取組ができればと思う。 

（太平洋人材交流センター：井上顧問） 

地方分権一括法の成立の頃までは地方分権らしい動きをしていたが、「地方分権」

という言葉自体が死語になっているのではないか。それに代わって「地方創生」とい

う言葉が出てきたが、これはまやかしの言葉である。地方から知恵を出し、中央で審

査をして、おもしろいなと思ったらお金を出すという。そのおもしろいと感じる中に、

中央集権型の評価の物差しがある。地方創生と言っても中央集権そのものではないか。 

（井戸連合長） 

かつての三位一体改革では、結果として、国が補助金として出していた部分を地方

に税源を移した分だけであった。義務的に必要な経費を地方に移譲して確かに税源は

受けたのであるが、結果として自由度が増したわけではなかった。 

民主党政権下で、国の出先機関の丸ごと移管の運動をした。閣議決定まで法案を作

ってもらったが、そのまま解散になって結果として実現しなかった。この法律が成立

していたら、世の中も変わっていたと思う。国の出先機関の「丸ごと移管」の旗を降

ろしていないが、国の方が全く乗る気がないという実情にある。 

また、地方創生交付金は、どうしてこの事業が交付金支給対象になって、どうして

資料６
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これがダメなのかといった基準が明確でなく、かえってハードの補助金の方が使い勝

手が良いという実情になっている。 

それから、関西は日本のミニチュアである。大都市もあってすごい田舎もある。産

業面でも農業からサービス業まで揃っている。日本のミニチュアであるから、関西を

元気づけられることができれば、日本の今後の発展のモデルに十分なり得る。その時

に特色を出せるのが、一つ一つの個性を持っているということと、文化の力ではない

か。それと新しい先端的な産業、特に健康・医療の分野である。 

（南海電鉄：山中会長） 

いつまでも中央からの権限移譲や分割を待つのではなく、地方から何らかのものを

発信していくという逆転の発想ができないか。それが過疎化を防ぎ、活性化に繋がっ

ていく。そのような中で、関西としてどういう形のものをもって地方創生をやってい

こうとしているのか。 

（井戸連合長） 

交流人口を増やすことが大事で、これからの関西の発展の柱になる。交流人口は、

観光、ツーリズムだけでなく、研究機関もさまざまなので、タイアップ研究をもっと

もっと広げていく。こういう広い意味での交流人口を増やしていく。我々が主張して

いる首都機能のバックアップも、そういう意味からも位置付けられるのではないか。 

もう一つは防災である。首都直下型地震は、30年のうちに70％の確率で起こると言

われている。ところが首都圏に住んでいる人は、切迫感を持っていない。そういう事

態になったときに関西がバックアップしていく、助けることができる。 

（神戸新聞社：高士社長） 

兵庫県がかつて提唱した「中央集権制限法」にならって、例えば、一極集中制限法

なるものを提唱できないか。大学、企業、関西の企業は覚悟が要るかもしれない。首

都圏で工場並びに本社等をおくと、重税が課せられるとか、そのような、一極集中を

ここでブレーキを掛けるためのパラダイムシフトを伴うような仕組みが必要ではない

か。 

（鴻池運輸：辻会長）

道州制が実現した場合に、州都になりそうな首長は熱心になるが、その他の市町村

長や議員は、それぞれ自分の立場がどうなっていくか分からず不安になる。日本の国

会議員は720人いるが、もっと減っていくことになるのか。 

（井戸連合長） 

どういう道州制を作るかである。私が特に反対を強くしてきたのは、都道府県を廃

止するということを前提にした道州制論議である。もしも州都が大阪になった場合、

広大な関西州の最も端に位置する地域の実情が分かるはずがないということもあり強

く反対してきた。 

自民党の道州制法案がまとめられたが、道州の内容は、道州制審議会に丸投げであ

り、都道府県を廃止するということだけが決めてあった。道州ができると、少なくと

も国の出先機関の仕事は必然的に全部道州に移管することになる。そうすると、政府

は現場を持たず、企画官庁としての省庁しか残らないことになる。そのような意味で、

国は道州制に反対なのではないか。 
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私は、都道府県を残して、道州を作っていくことも一つの過程としてあり得るので

はないかと思っている。その時は、直接選挙と課税権という問題が出てくる。今後、

広域行政のあり方研究会を発足させて、どのような広域行政が考えられるのか議論し

ていきたい。もう一度、道州議論は出てくると思う。 

（向原議長：三井住友信託銀行上席顧問） 

関西経済連合会は、長年にわたり（国―道州―基礎自治体）の三層制の道州制を提

言してきた。その方針は変わっていない。連合長のご意見とその点では相違するが、

分権改革を目指すという方向性は同じであると理解した。関経連は究極の姿として道

州制を提案しており、連合長はもう少し実績を積みながら統治機構についての議論を

深めていくというお考えだと思う。 

議長としては、この違いについてこれ以上議論をしても建設的ではないと思うので、

この件についてはここまでとしたい。分権型の社会を目指して、同じ方向を向いて関

西広域連合と経済界が連携・協力してやっていくことが今は重要であると思う。 

（松本議長：住友電気工業社長） 

日本の産業構造をみると、一極集中ということになりつつある。主力企業の本部は

東京にあり、富の繁栄の多極化がなされていない。企業経営者の意識がどこまで改善

されるかであるが、富の一極集中は危険極まりないということが分かったと思う。そ

れを分散していくという意識を経営者が持つべきである。 

道州制に関しては、連合長が発言されたように、都道府県の廃止は非常に難しいと

思う。当面、基礎自治体と都道府県と州という形でやってみるということが重要であ

ると思うが、やはりメインは基礎自治体と道州である。道州制というのは企業のため

だけでなく、住民のためのものである。サービスという点から考えると、道州があっ

て、都道府県があって、基礎自治体があるという形が一番いいと思う。 

関西の経済団体の提言の中に、「一極集中」という言葉がよく使われるが、やめて

はどうかと思う。なぜ一極集中なのかというと、我々関西経済界がたるんでいるから

という話になる。関西は東南アジアとか中国とかインドとかそういうところを相手に

グローバルに成長していくのだと覚悟すればよい。 

（川崎重工：前田理事関西支社長） 

東日本大震災が発生し、カウンターパート方式による支援で、関西広域連合の名前

が一躍日本に知れ渡った。しかし、その後は住民の方々に知られていない。 

それから、資料には「さらに広域連合の機能強化を目指すのか」と書かれているが、

これはどのような意味なのか。 

（井戸連合長） 

「目指すのか」は、二つの面ある。 

今の制度では、府県域を越えるような事務を持ち寄って関西広域連合の仕事ができ

るということがあり、どうしても持ち寄らないといけないという限界がある。広域で

処理した方がいいような事務をもっと持ち寄るべきというのがまず一点。例えば、試

験研究機関について、大阪は工業専門に特化するとか、兵庫は農業専門に特化すると

か。そういう形で全体としての機能をレベルアップするというのは考えられる。 

もう一つは、本格的に国の事務を受け止めて実施していくということである。これ
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を本当に取りにいかなければいけないが、門前払いになっている。これをどうやって

強化できるのかというのは我々の悩みである。そういう意味で、関西広域連合の実績

を見せつけなければいけない。熊本地震に際して、すぐにドクターヘリを３機派遣で

きた。そういう機動力のある実力を見せつけるようなアプローチを積み重ねるべき。 

（カネカ：亀本特別顧問） 

広域連合の知名度を上げるために、何を目指すのかということが大事ではないか。 

また、関西に長く住んでいるが、関西人の東京に対する対抗意識がなかなか理解で

きない。関西は関西でいいのではないか。東京への対抗として関西があるのでなく、

関西は関西としての足場を固めることが大事なのではないか。 

（井戸連合長） 

関西広域連合のPRについては十分気を付けたいと思う。この先、広域連合が何を目

指すのかと言われたら、国のブロックとして仕事をしていくことを最終の目標にして

はいけない。広域連合の本来の目標ではないと思っている。 

（関西学院大学：長峯副学長） 

関西広域連合の役割として、広域的・ネットワーク型のインフラ整備に関して、難

しい部分もあるかもしれないが、地域間の調整と広域連合としての計画策定と意思決

定に向けた議論に力を入れてほしい。 

（大阪国際会議場：福島社長） 

かつて松下幸之助氏が道州制について述べており、国の機能をある程度限定し、税

金を全部地方へ移し、地方が得た税収を国に交付すべきと提言している。税財源の問

題も一番大きな問題の一つになるのではないか。また、国の出先機関の丸ごと移管も

含めて、地方分権のエンジンをもう一度ふかしてチャレンジすべきではないか。 

（井戸連合長） 

国の出先機関のまるごと移管の旗は降ろしていないが、国が取り合ってくれない。

民主党政権の時は、かなり真剣に議論をして積み上げてきた。しかし、今は全く取り

合ってくれないので、細かい小さな権限を移譲せよ言わないで、都市計画なら都市計

画を移譲せよ、広域的な計画づくり移譲せよというような主張が戦術としてあり得る。 

それから、松下幸之助氏は、最初は上からの道州制を主張されていたが、下からの

道州制にすべきと考え方を変えられた。そのような考え方のなかで、ドイツの州が得

た税収の半分を連邦政府に上納しているような仕掛けが要るのだと主張された。 

それから、広域インフラの整備についての調整は、我々の本当の意味での役割であ

ると思っている。 

（博報堂：白井執行役員関西支社長） 

博報堂の調査によると「自分が暮らす府県の生活環境・社会基盤への満足度」は、

兵庫県が73％、大阪・京都が約67％という結果がある。 

地域のブランド化の３要素というのは、観光ブランド、特産品ブランド、暮らしブ

ランドの三つと言われている。要は、行きたいか、買いたいか、住みたいかである。

これらが高まると満足度が高まる。 

住みたいという暮らしブランドの価値は、住民のライフスタイルが大きく影響する

と言われている。地域独特のライフスタイル、暮らしぶりがあって、それが広く知れ
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渡ると、高い価値を感じ、高い価格で買っていただける。そういう点を考えると、兵

庫県の満足度が高いのは、神戸のライフスタイルの影響を受けていることが大きく、

神戸市民のプライドが影響しているという背景があると思う。地域住民自身がプライ

ドを持つことやその地域住民が気付かない魅力を他の地域の人が、交流によって発見

して、それを住民が気付いて自覚してもらうというのが大事になる。 

（阪急電鉄：角会長） 

例えば、宿泊税を関西広域連合構成団体全体で導入し、例えば８割は、それぞれの

団体のために使い、残る２割は、関西広域全体のために使うというようなことができ

ないか。関西広域連合は、本来、基礎的な財源と権限を持って効率的な行政を行い、

余った資金を成長投資に回すべきという考え方である。 

（井戸連合長） 

２割分を関西広域連合に拠出することを各構成団体の議会が納得するかが難しいの

ではないかと思う。 

（井戸連合長（総括）） 

今日の議論の中で、関西広域連合は、地方分権を進めていくための騎士になれとい

うことを強く宿題として与えられた。どのように実践していくか努力していきたい。 

インフラについては、ようやく関西でもミッシングリンクが繋がる目途がついた。

リニアにしても北陸新幹線はもとより、四国新幹線や山陰新幹線についても議論する。

あわせて３空港の一元運用などについても地元で方向を出していかないといけない。 

今日は、関西として取り組むべき課題とそれに対する官民の協力と推進に努力して

いく必要があると感じた。個別の問題についてもいくつか提案をいただいたが、私と

しては、出生率の向上、子ども対策とあわせて、関西では、75歳までの高齢者が十分

働けるといった充実した仕事を生み出し得るという地域づくりができないかと常に考

えている。これができると、定年後は関西という流れを作れるのではないか。 






















